
外国人雇用状況の届出状況における
関西地区の技能実習生の状況について

令和７年６月1０日
大阪労働局職業安定部訓練課

【資料 ４】



「外国人雇用状況」の届出について
外国人雇用状況の届出制度は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支援等を目的とし、すべ
ての事業主に、外国人の雇入れ・離職時に、氏名、在留資格、在留期間等を確認し、厚生労働大臣
（ハローワーク）へ届け出ることを義務付けています。
厚生労働省では毎年10月末時点の雇用状況を集計し公表しています。

◀様式第３号
外国人雇用状況届出書

１

雇用保険被保険者
資格取得届▶



全国の外国人労働者数の推移（R６.10末現在）
総数では2,302,587人（対前年比253,912人増）。技能実習では470,725人（対前年比58,224人増）。

令和３，４年は、コロナ禍の影響により２年連続減少していたが、令和５年以降は過去最高の数値
を更新している。

２

外国人労働者数（在留資格別）
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 1,658,804 1,724,328 1,727,221 1,822,725 2,048,675 2,302,587

専門的・技術的分野の在留資格 167,301 200,994 238,412 276,770 329,034 359,520 394,509 479,949 595,904 718,812

うち技術・人文知識・国際業務 121,160 148,538 180,367 213,935 260,556 282,441 291,192 318,850 366,168 411,261

うち技術 － － － － － － － － － －

うち人文知識・国際業務 － － － － － － － － － －

特定活動 12,705 18,652 26,270 35,615 41,075 45,565 65,928 73,363 71,676 85,686

技能実習 168,296 211,108 257,788 308,489 383,978 402,356 351,788 343,254 412,501 470,725

資格外活動 192,347 239,577 297,012 343,791 372,894 370,346 334,603 330,910 352,581 398,167

うち留学 167,660 209,657 259,604 298,461 318,278 306,557 267,594 258,636 273,777 311,996

身分に基づく在留資格　 367,211 413,389 459,132 495,668 531,781 546,469 580,328 595,207 615,934 629,117

うち永住者 208,114 236,794 264,962 287,009 308,419 322,092 345,460 357,434 371,296 382,872

うち日本人の配偶者等 72,895 79,115 85,239 89,201 94,167 95,226 98,881 99,639 100,977 100,190

うち永住者の配偶者等 8,968 10,441 12,056 13,505 14,742 15,510 16,589 17,126 18,076 18,756

うち定住者 77,234 87,039 96,875 105,953 114,453 113,641 119,398 121,008 125,585 127,299

不明 36 49 56 130 42 72 65 42 79 80

※数値については、外国人雇用状況（各年１０月末時点）の届出状況において、事業主から提出のあった届出件数を集計したもの。
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国籍別・在留資格別外国人労働者数（R６.10末現在）
総数では、ベトナムが570,708人で１位。（令和２年に中国を抜いて以降５年連続１位）
技能実習でも、ベトナムが223,291人で１位。（技能実習生の47.4％がベトナム国籍）

３

令和６年10月末時点 （単位：人）

②特定活動
（注３）

③技能実習 ⑥不明

計
うち技術・人文
知識・国際業務

うち特定技能 計 うち留学 計 うち永住者
うち日本人の
配偶者等

うち永住者の
配偶者等

うち定住者

718,812 411,261 206,995 85,686 470,725 398,167 311,996 629,117 382,872 100,190 18,756 127,299 80
(31.2%) (17.9%) (9.0%) (3.7%) (20.4%) (17.3%) (13.5%) (27.3%) (16.6%) (4.4%) (0.8%) (5.5%) (0.0%)

570,708 196,049 98,713 90,621 27,643 223,291 101,886 80,338 21,835 10,572 5,790 1,710 3,763 4
[24.8%] (34.4%) (17.3%) (15.9%) (4.8%) (39.1%) (17.9%) (14.1%) (3.8%) (1.9%) (1.0%) (0.3%) (0.7%) (0.0%)

408,805 163,512 121,885 12,185 4,761 33,123 67,751 54,136 139,656 105,347 16,656 6,654 10,999 2
[17.8%] (40.0%) (29.8%) (3.0%) (1.2%) (8.1%) (16.6%) (13.2%) (34.2%) (25.8%) (4.1%) (1.6%) (2.7%) (0.0%)

245,565 38,833 10,612 20,877 5,580 43,508 3,807 2,540 153,833 90,174 21,074 3,826 38,759 4
[10.7%] (15.8%) (4.3%) (8.5%) (2.3%) (17.7%) (1.6%) (1.0%) (62.6%) (36.7%) (8.6%) (1.6%) (15.8%) (0.0%)

187,657 48,172 35,001 5,614 3,366 3,144 126,358 88,177 6,616 3,510 1,473 729 904 1
[8.1%] (25.7%) (18.7%) (3.0%) (1.8%) (1.7%) (67.3%) (47.0%) (3.5%) (1.9%) (0.8%) (0.4%) (0.5%) (0.0%)

169,539 54,622 7,860 43,723 7,102 93,545 6,843 6,192 7,423 3,853 1,791 225 1,554 4
[7.4%] (32.2%) (4.6%) (25.8%) (4.2%) (55.2%) (4.0%) (3.7%) (4.4%) (2.3%) (1.1%) (0.1%) (0.9%) (0.0%)

136,173 1,089 689 24 165 64 527 463 134,328 68,119 14,650 1,220 50,339 0
[5.9%] (0.8%) (0.5%) (0.0%) (0.1%) (0.0%) (0.4%) (0.3%) (98.6%) (50.0%) (10.8%) (0.9%) (37.0%) (0.0%)

114,618 35,888 12,699 21,981 18,761 33,878 21,810 20,821 4,278 1,475 607 147 2,049 3
[5.0%] (31.3%) (11.1%) (19.2%) (16.4%) (29.6%) (19.0%) (18.2%) (3.7%) (1.3%) (0.5%) (0.1%) (1.8%) (0.0%)

75,003 32,514 28,072 263 3,186 19 6,978 5,931 32,305 23,656 6,292 566 1,791 1
[3.3%] (43.4%) (37.4%) (0.4%) (4.2%) (0.0%) (9.3%) (7.9%) (43.1%) (31.5%) (8.4%) (0.8%) (2.4%) (0.0%)

39,806 9,888 3,383 3,840 801 13,613 1,935 1,783 13,568 8,185 3,172 394 1,817 1
[1.7%] (24.8%) (8.5%) (9.6%) (2.0%) (34.2%) (4.9%) (4.5%) (34.1%) (20.6%) (8.0%) (1.0%) (4.6%) (0.0%)

39,136 12,352 10,297 1,540 2,243 2,374 18,731 16,328 3,436 1,513 1,355 244 324 0
[1.7%] (31.6%) (26.3%) (3.9%) (5.7%) (6.1%) (47.9%) (41.7%) (8.8%) (3.9%) (3.5%) (0.6%) (0.8%) (0.0%)

31,574 237 120 10 65 77 123 114 31,072 21,274 1,332 777 7,689 0
[1.4%] (0.8%) (0.4%) (0.0%) (0.2%) (0.2%) (0.4%) (0.4%) (98.4%) (67.4%) (4.2%) (2.5%) (24.4%) (0.0%)

84,173 47,084 26,663 123 1,459 15 3,307 2,654 32,253 17,412 13,755 276 810 55
[3.7%] (55.9%) (31.7%) (0.1%) (1.7%) (0.0%) (3.9%) (3.2%) (38.3%) (20.7%) (16.3%) (0.3%) (1.0%) (0.1%)

34,459 20,283 9,869 13 137 5 927 688 13,055 6,899 5,709 96 351 52
[1.5%] (58.9%) (28.6%) (0.0%) (0.4%) (0.0%) (2.7%) (2.0%) (37.9%) (20.0%) (16.6%) (0.3%) (1.0%) (0.2%)

13,017 7,399 4,229 10 222 0 268 199 5,127 2,978 2,031 39 79 1
[0.6%] (56.8%) (32.5%) (0.1%) (1.7%) (0.0%) (2.1%) (1.5%) (39.4%) (22.9%) (15.6%) (0.3%) (0.6%) (0.0%)

199,830 78,572 55,267 6,194 10,554 24,074 38,111 32,519 48,514 27,782 12,243 1,988 6,501 5
[8.7%] (39.3%) (27.7%) (3.1%) (5.3%) (12.0%) (19.1%) (16.3%) (24.3%) (13.9%) (6.1%) (1.0%) (3.3%) (0.0%)

注１：

注２：

注３：

注４： G７等とは、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、ロシアをいう。

100％にならない場合がある。

［　］内は、外国人労働者総数（全国籍計）に対する当該国籍の外国人労働者数の割合を示す。（　）内は、国籍別の外国人労働者総数（全在留資格計）に対する当該在留資格の外国人労働者数の割合を示す。なお、割合の数値は小数点第二位を四捨五入しているため、合計が

「①専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職１号・２号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文知識・国際業務」、「企業内転勤」、「介護」、「興行」、「技能」、「特定技能１号・２号」が含まれる。

在留資格「②特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等が含まれる。
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在留資格別・産業別外国人労働者数（R６.10末現在）
総数では、製造業が26.0％で１位。
技能実習でも、製造業が46.2％で１位。

４

令和６年10月末時点 （単位：人）

全産業計

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

2,302,587 177,902 7.7% 598,314 26.0% 90,546 3.9% 298,348 13.0% 273,333 11.9% 82,902 3.6% 116,350 5.1% 354,418 15.4%

718,812 37,274 5.2% 169,507 23.6% 68,311 9.5% 90,985 12.7% 67,763 9.4% 34,534 4.8% 47,111 6.6% 85,392 11.9%

うち技術・人文知識
・国際業務

411,261 16,161 3.9% 76,879 18.7% 61,427 14.9% 69,507 16.9% 29,688 7.2% 13,589 3.3% 3,153 0.8% 67,283 16.4%

うち特定技能 206,995 19,470 9.4% 81,044 39.2% 177 0.1% 15,097 7.3% 18,503 8.9% 87 0.0% 36,376 17.6% 12,384 6.0%

85,686 10,060 11.7% 15,700 18.3% 779 0.9% 7,712 9.0% 13,960 16.3% 674 0.8% 12,118 14.1% 16,322 19.0%

470,725 107,229 22.8% 217,632 46.2% 280 0.1% 40,760 8.7% 6,704 1.4% 52 0.0% 19,752 4.2% 17,000 3.6%

398,167 965 0.2% 31,574 7.9% 3,494 0.9% 80,996 20.3% 128,508 32.3% 20,815 5.2% 8,574 2.2% 85,333 21.4%

うち留学 311,996 438 0.1% 20,784 6.7% 2,841 0.9% 65,159 20.9% 107,339 34.4% 19,126 6.1% 7,382 2.4% 59,572 19.1%

629,117 22,370 3.6% 163,898 26.1% 17,676 2.8% 77,890 12.4% 56,373 9.0% 26,814 4.3% 28,787 4.6% 150,362 23.9%

うち永住者 382,872 11,554 3.0% 96,488 25.2% 12,729 3.3% 52,788 13.8% 34,808 9.1% 18,593 4.9% 20,010 5.2% 79,648 20.8%

うち日本人の配偶者等 100,190 3,851 3.8% 23,602 23.6% 3,314 3.3% 12,648 12.6% 10,084 10.1% 6,664 6.7% 4,433 4.4% 21,823 21.8%

うち永住者の配偶者等 18,756 1,430 7.6% 4,888 26.1% 437 2.3% 2,450 13.1% 1,793 9.6% 411 2.2% 421 2.2% 4,518 24.1%

うち定住者 127,299 5,535 4.3% 38,920 30.6% 1,196 0.9% 10,004 7.9% 9,688 7.6% 1,146 0.9% 3,923 3.1% 44,373 34.9%

80 4 5.0% 3 3.8% 6 7.5% 5 6.3% 25 31.3% 13 16.3% 8 10.0% 9 11.3%

注１：

注２：

注３：

注４：

⑥不明

産業分類は、日本標準産業分類（令和５年７月改定）に対応している。

「構成比」欄は、在留資格別の外国人労働者総数（全産業計）に対する当該産業の外国人労働者数の割合を示す。割合の数値は小数点第二位を四捨五入している。

「①専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職１号・２号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文
知識・国際業務」、「企業内転勤」、「介護」、「興行」、「技能」、「特定技能１号・２号」が含まれる。

在留資格「②特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等が含まれる。

⑤身分に基づく在留資格

うち建設業 うち製造業 うち情報通信業 うち卸売業、小売業 うち宿泊業、飲食
サービス業

うち教育、学習
支援業 うち医療、福祉 うちサービス業（他に分

類されないもの）

全在留資格計

①専門的・技術的分野の
　在留資格（注３）

②特定活動（注４）

③技能実習

④資格外活動



関西地区の技能実習生の状況（R６.10末現在）
労働者数は、全国と同じく、令和３，４年は２年連続の減少だったが、令和５年以降は過去最高の

数値を更新している。労働者数では大阪の27,557人が１位、兵庫の14,555人が２位。構成比では和歌山
の38.7％が１位、奈良の33.5％が２位。

関西地区の技能実習生の状況 関西地区の技能実習生の推移

５

単位：人、％

全在留

資格計

技能

実習生
構成比

全在留

資格計

技能

実習生
構成比

全在留

資格計

技能

実習生
構成比

全国 2,302,587 470,725 (20.4) 2,048,675 412,501 (20.1) 12.4% 14.1% 0.3

関西地区 316,280 60,264 (19.1) 270,185 53,267 (19.7) 17.1% 13.1% -0.7

滋賀 24,990 5,871 (23.5) 24,791 5,268 (21.2) 0.8% 11.4% 2.2

京都 34,786 6,746 (19.4) 28,506 5,795 (20.3) 22.0% 16.4% -0.9

大阪 174,699 27,557 (15.8) 146,384 24,227 (16.6) 19.3% 13.7% -0.8

兵庫 66,165 14,555 (22.0) 57,375 13,125 (22.9) 15.3% 10.9% -0.9

奈良 9,929 3,324 (33.5) 8,447 2,995 (35.5) 17.5% 11.0% -2.0

和歌山 5,711 2,211 (38.7) 4,682 1,857 (39.7) 22.0% 19.1% -0.9

令和６年10月末現在 令和５年10月末現在
前年増減率

（構成比はポイント差）


